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研究成果の概要（和文）： 過去の殆どの運動疫学研究では、ベースライン調査における一回の曝露指標を用いてのみ
評価されてきた。この種の疫学研究デザインの最大の限界は、身体活動、運動、座位行動および体力などの変化を評価
することで出来ないことにある。それゆえに、我々は日本人の種々の集団を対象に、身体活動、運動、座位行動および
体力などの変化と種々の健康アウトカムとの関連性を評価する試みを行った。さらに、三軸加速センサー内蔵の活動量
計を用いて客観的に評価された身体活動量および座位行動の水準とその変化に関しても調査した。最後に、曝露指標の
多点評価における方法論的課題に関して考察した。

研究成果の概要（英文）： Almost exercise epidemiological studies had been evaluated by using single 
exposure at baseline only. The major limitation of this kind of study design was not able to evaluate the 
changes of several exposures such as physical activity, exercise, sedentary behavior and physical 
fitness. Therefore, we try to assess the relationships of several health outcomes with the changes in 
physical activity, exercise, sedentary time and physical fitness in Japanese several populations. In 
addition, we investigated the levels and changes of physical activity and sedentary time objectively 
evaluated by tri-axial accelerometers in Japanese populations. Finally, we discussed about methodological 
problem in multiple evaluations of several exposures.

研究分野：健康・運動の疫学

キーワード： 運動疫学研究　曝露指標の繰り返し調査　身体活動　運動　座位行動　体力　健康アウトカム　縦断研
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１．研究開始当初の背景 
運動疫学は、曝露指標としての「身体活
動・不活動・座位行動」、「運動」、および「体
力」と死亡および生活習慣病の発症あるいは
要支援・介護状態との関連性に関する証拠を
提供する学問である。しかし、わが国の生活
習慣病予防研究のみならず介護予防研究領
域においても、運動疫学研究に基づく証拠は
質量共に不足している。欧米では、生活習慣
病の罹患率および死亡率、さらにうつ、認知
症や認知機能低下への身体活動・運動の影響
に関するメタ分析などにより、運動の有効性
が実証されつつあるものの、多くの疫学研究
では、曝露指標の測定はベースライン調査で
の 1 回の測定成績に基づいてのみ解析され
ている場合が殆どであり、曝露指標の経時的
変化（多点観察）を独立変数とした疫学研究
は、その必要性にも関わらず多大な労力のた
めに世界的にみても報告数は限られている。 

 
２．研究の目的 
 本研究は、縦断研究および前向き研究手法
を用い各種のヘルアウトカム（総死亡・死因
別死亡，認知症，認知機能低下，およびうつ
症状など）の発現に及ぼす多点観察された身
体活動・運動および体力の影響に関して検討
する大規模運動疫学研究である。 
九州大学健康・運動疫学研究室を中心とす
る運動疫学研究グループでは、生活習慣病・
介護予防を包括的・時系列的に捉えるために、
複数のコホートを用いた運動疫学研究を展
開中である。地域・職域において、総・原因
別死亡，メタボリックシンドローム(MS)、認
知症、認知機能低下およびうつ症状などをア
ウトカムとした疫学研究を展開中である。具
体的には、①「久山町研究」では、生活習慣
病の観点から総・原因別死亡に加え認知症発
症を、②「太宰府研究」「篠栗町研究」では、
地域在住高齢者の介護予防の観点から閉じ
こもり、認知機能低下、うつ状態、さらには
介護認定状況を調査した。職域研究である③
「両備・CRC 研究」では、MS、うつ症状な
どをアウトカムとした疫学研究を継続して
いる。これらのコホート研究からは、生活習
慣病および介護予防にとって必要な身体活
動・運動量および体力などの基準値設定とい
った健康政策に必要な研究情報の提供を可
能とする。なお、本研究の最大の特色は、各
コホートの対象者に対して、身体活動・座位
行動の客観的な評価指標である三軸加速度
センサー内蔵活動量計を用いて、それらの客
観的（定量的）な評価を実施している点にあ
る。 
 
３．研究の方法 
研究１：客観的な評価に基づく身体活動・座
位行動の実態とその変化および活動の相関
性に関する研究：職域研究(米本)  
本研究は２つの職域（CRC グループならび
に両備グループの各社）で実施された生活習

慣調査（以下、調査）のデータを用いて行わ
れた。両グループの各社従業員881名のうち、
2009 年度および 2013 年度の調査に参加した
649 名が対象となった。このうち、両時点と
もに加速度計の有効データ（4 日以上）の得
られた 548 名(84.4%)を解析対象とした。 
身体活動量および座位行動時間の測定に
は、3軸加速度センサー内蔵活動量計(Active 
Style Pro HJA-350IT, オムロンヘルスケア
社、以下、加速度計)を用いた。本機器は 3
軸方向の合成加速度を用いた独自のアルゴ
リズムにより、身体活動を(1)低強度活動、
(2)歩・走行活動、(3)歩・走行以外の活動に
分類し、それぞれに異なる推定式を当てはめ
ることで精度の高い強度推定を可能として
いる。加速度計は入水時を除いて起床時点か
ら就寝時点までの装着を求め、7 日間以上の
装着期間を経て回収した。1 日あたりの装着
時間が 10 時間以上であればそのデータを採
用し、基準を満たす日が 4日以上有る者のみ
を解析対象とした。 
座位行動は1.5メッツ以下の活動と定義し、
一日あたりの座位行動時間(分／日)を算出
した。中高強度身体活動(MVPA)は 3 メッツ以
上の活動と定義し、活動強度と持続時間の積
和から、中高強度身体活動量(メッツ・時/日)
を算出した。また、健康づくりのための身体
活動基準2013に提示された基準値をもとに、
中高強度身体活動量が週 23 メッツ・時以上
の者を身体活動基準充足者、そうでないもの
を非充足者とした。 
研究２：都市と農村における 10 年間の身体
活動状況の変化に関する疫学研究（内藤） 
1986～90 年(前期)にかけて大阪府立成人
病センターが実施した循環器検診時に、受診
した大阪府内勤労者および秋田農村Ｉ町住
民の中高年男性を対象として身体活動に関
する質問票調査を実施した（日本公衛誌, 41: 
706-719, 1994.にて既報、有効回答率 90％以
上)。1997～99 年(後期)には、両集団に対し
て関する同一の質問項目を含む生活習慣に
関する質問票調査を行った。本研究では、40、
50 歳代男性の両時期における同じ質問の回
答結果(仕事中の姿勢、重・軽作業の有無、
定期的運動の頻度など)を比較した。また、
身体活動と関連する検査異常との関連につ
いて、前期・後期の間で検討した。 
研究３：一般地域住民における運動習慣の変
化と認知症発症との関連に関する前向き研
究（久山町研究）（清原）  
 1988 年の久山町健診を受診した 65 歳以上
の高齢者 909 名のうち，1988 年の時点で既に
認知症を発症していた者 33 名，追跡開始前
に死亡した者 2名，1988 年時の運動習慣に回
答のない者 17 名，および 1983 年の健診時に
調査した運動習慣に回答のない者116名を除
外した計731名を解析対象としたこの対象者
を 1988 年 12 月から 2005 年 11 月までの 17
年間，前向きに追跡した．対象者が死亡した
場合は九州大学病理学教室で剖検を行い，詳



細な神経病理学的評価を行った．なお，認知
症の臨床診断は，米国精神医学会による精神
疾患の診断と統計のためのマニュアル改訂
第 3 版(DSM-ⅢR)に基づいて行った．AD，脳
血管性認知症(VD)の診断には，それぞれ
NINCDS-ADRDAの診断基準NINDS-AIRENの診断
基準を用いた．17 年間の追跡期間中に 245 名
が認知症を発症した．認知症発症例の病型別
内訳は AD133 例，VD78 例であった。運動習慣
の変化は、5 年間の運動習慣調査の結果に基
づき、運動習慣の継続性，中止，開始の 3群
を設定し，一貫して運動習慣なし群を基準に
した場合の認知症発症に関する前向き調査
を実施した。 
研究４：地域住民の握力の経年変化が心血管
病の発症に与える影響：久山町研究（清原） 
 1988 年に久山町の循環器健診を受診した
40 歳以上の住民 2742 名のうち、脳卒中、虚
血性心疾患、悪性腫瘍の既往歴のある168名、
握力が評価できなかった 45 名、追跡開始前
に死亡した 2 名、および 5 年前の 1983 年の
健診で握力が評価できなかった634名を除い
た 1893 名(男性 766 名、女性 1127 名)を本研
究の対象とした。握力は 1983 年および 1988
年の循環器健診時に立位姿勢にて左右2回ず
つ測定した。1983 年から 1988 年までの握力
最大値の変化量を算出し、1 年当たりに換算
した。握力の経年変化は、さらに性・年齢階
級別の 4群ごとに 3分位のレベルで 3群に分
類し、経年変化の小さい群から大きい順にそ
れぞれ T1 群（握力低下がない）、T2 群（握力
低下が小さい）、T3 群（握力低下が大きい）
とした。この対象集団を 1988 年から 2007 年
まで 19 年間追跡した。握力の経年変化レベ
ル別に性・年齢を調整した心血管病の発症率
（対千人年）は人年法を用いて算出した。年
齢、性、収縮期血圧、降圧薬服用、血清総コ
レステロール、body mass index、飲酒、喫
煙、余暇時の身体活動量、および 1983 年の
最大握力を調整した多変量解析はCox比例ハ
ザードモデルを用いた。全ての解析における
有意水準は 5％未満とした。 
研究５：地域在住高齢者の体力および身体活
動の変化と認知機能に関する縦断研究（太宰
府研究）（畑山） 
2009 年から 2012 年までの 4 年間実施され
た地域在住高齢者を対象とした縦断研究で
ある。ベースライン調査は 2009 年と 2010 年
の 8~12 月に、太宰府市（人口約 69,000 人、
高齢化率 20.8%：2009 年、男女比率 1：1.10、
全国高齢化率 22.1%：2008 年、男女比率 1：
1.10）において実施した。対象は、太宰府市
全 44 地区を年齢と性別で層別化し、それぞ
れの層から太宰府市全体の高齢化率、男女比
率とほぼ一致した 7地区から、2009 年 4月時
点で 65 歳以上の全住民 2617 名を抽出し、そ
のうち要介護認定者、施設入所、明らかな認
知症のある者 452 名を除く 2165 名（男性：
1041 名、女性：1124 名）であった。郵送に
より調査への参加を依頼し、最終的に 761 名

が認知機能および身体機能の調査測定会に
参加した。フォローアップ調査は 2011 年と
2012 年の同時期に実施し、ベースライン、フ
ォローアップ調査ともに参加した者は522名
であった。このうち、ファイブ・コグ検査に
よる認知機能評価および体力（少なくとも握
力）のデータが揃っている421名（男性51.8%）
を体力と認知機能との関連の検討における
解析対象とした。さらに、その中で身体活動
のデータに欠損がないサブグループ（372 名）
を身体活動と認知機能との関連の検討にお
ける解析対象とした。4つの体力指標（握力、
5m 歩行速度、開眼片足立ち時間、30 秒間の
椅子立ち座り回数）は、調査会において標準
的な手順を用いて測定された。総活動時間の
うち，1.5～2.9METs の低強度の活動時間の合
計をLight Physical Activity (LPA)，3.0METs
以上に相当する中～高強度の活動時間の合
計 を Moderate and Vigorous Physical 
Activity (MVPA) とし，歩行数と併せて身体
活動量の指標とした。 
2 年間の認知機能の変化を従属変数とし、
各体力の変化量とベースライン調査時の体
力および認知機能、年齢、BMI、うつ症状お
よび血管系疾患（高血圧、糖尿病、心臓病、
脳卒中）を共変量とした。身体活動量の変化
との検討も同様に行い、解析の際には装着時
間の変化量を加えて検討した。 
研究６：地域在住高齢者の体力・身体活動量
および運動習慣とうつ症状に関する縦断研
究（太宰府研究）（長野） 
 本研究は，2009 年から 2012 年までの 4 年
間実施された地域在住高齢者を対象とした
前向きコホート研究である太宰府研究の縦
断的データを用いて行われた。福岡県太宰府
市に居住し，2009 年 4 月時点で 65 歳以上の
全住民 2617 名（男性 1177 名，女性 1440 名）
のうち，要介護認定者，施設入所，明らかな
認知症のある者を除く 2165 名に，郵送によ
って調査への参加を依頼した。このうち 522
名（調査依頼対象の 24%）が 2009～2010 年の
ベースライン，および 2011～2012 年のフォ
ローアップ測定会の両方に参加した。なお，
上記 2回の測定会に参加し，体力（少なくと
も握力），運動習慣ならびにうつ症状の有無
のデータが揃っている431名を体力とうつ症
状との関連の検討における解析対象とした。
さらにその中で，身体活動量データの欠損が
ないサブグループ（379 名）を，身体活動量
とうつ症状との関連についての解析対象と
した。身体活動量は研究５に準じて実施され
た。 
研究７：地域在住高齢者の身体活動、座位活
動時間およびそれらの変化と認知機能に関
する縦断研究（大宰府研究）（山津） 
 対象者は研究５と同じであるが、本研究で
はフォローアップ調査に参加した522名から、
(1)ベースライン調査で Five Cognitive 
Functions 検査（Five-cog）のデータが得ら
れなかった者、(2) 加速度計データの採用基



準に当てはまらない者、(3)認知症パーキン
ソン病に罹患した者ならびに認知症の疑い
のある者、(4)介護が必要だと申告した者、
を解析から除外した。さらに、フォローアッ
プ調査において加速度計および Five-cog の
データが得られなかった者を除き、最終的に
401 名を本研究の解析対象とした。 
 認知機能検査として Five-cog 検査が行わ
れた。Five-cog は５つの認知機能（注意、記
憶、視空間認知、言語、思考）を測定する検
査法であり、日本人の加齢関連認知低下のス
クリーニングや認知症予防プログラムの効
果評価に使用可能とされている（矢富，2010）。
被験者は本検査の開発者作成のDVDの教示に
従いながら約 45 分間、検査を受けた。本研
究ではFive-cogの総合ランク得点を用いた。
総合ランク得点の範囲は 0-15 点であり、年
齢、性別、教育年数で補正されており、15 点
は「健常」、11 から 14 点は「軽度認知障害」、
10 点以下は「軽度認知症」と判定される。本
研究では、15 点の「健常」者をリファレンス
とし、14 点以下を「軽度認知障害・軽度認知
症（以下、MCI/AD）の該当あり」とした。 
身体活動量は研究５に準じて実施された
が、座位活動時間は Sedentary behavior 
research network（2012）の基準にならい
1.5METs 以下の活動時間として算出した。 
解析は、ベースラインおよび追跡時の座位
活動時間と MVPA が認知機能低下に及ぼす影
響を検討することを目的とし、共変量として
ベースライン調査時における年齢、性別、BMI、
加速度計の装着時間、MCI/AD の有無、および
追跡調査時の加速度計の装着時間を用いた。 
研究８：客観的に測定された日常の身体活動
量と認知機能の関連性に関する縦断研究（篠 
栗町研究）（熊谷） 
本研究は、2011 年に開始され、現在も進行
中の住民ベースの前向きコホート研究であ
る篠栗元気もん研究のデータを用いて行わ
れた。福岡県糟屋郡篠栗町に居住し、2011 年
1月末時点で65歳以上かつ要介護認定を受け
ていない全住民（4979 名）のうち、同年 5月
の調査開始時点までに死亡、入院または町外
に転居した 66名を除いた 4913 名を初期調査
対象とし、郵送によって調査への参加を依頼
した。このうち 2629 名(53.5%)が 2011 年 5
月から 8月に行われたベースライン調査へ参
加した。さらに、ベースライン調査参加者を
対象として 2 年後の 2013 年に同様のフォロ
ーアップ調査を行ない、最終的に 1060 名が 2
回の調査に参加した。フォローアップ調査に
参加した 1060 名から、(1)ベースライン調査
で Montreal Cognitive Assessment 日本語版
(MoCA-J) お よ び Mini-Mental State 
Examination (MMSE)のデータが得られなかっ
た者 123 名、(2) 加速度計データの採用基準
に当てはまらない者 132 名、(3)認知症パー
キンソン病に罹患した者ならびに認知症の
疑いのある者(MMSE 得点<24 点)32 名、(4)介
護が必要だと申告した者 4 名、(5)年齢およ

び教育歴のデータが得られなかった者 35 名
を解析から除外した。さらに、フォローアッ
プ調査において MoCA-J のデータが得られな
かった 62 名を除き、最終的に 672 名を本研
究の解析対象とした。 
 MoCA-J および MMSE の 2 つの認知機能検査
が行われた。MoCA-J および MMSE はいずれも
面談形式による広範な認知機能検査であり、
全ての面談は訓練を受けた研究補助者によ
って行われた。得点範囲は MoCA-J、MMSE 共
に 0-30 点であり、得点が高いほど認知機能
が良好であることを示す。MoCA-J の得点につ
いては、教育歴が 12 年以下の者に対して標
準的な手順に基づいて 1点が加点された。 
 
４．研究成果 
研究１：客観的な評価に基づく身体活動・座
位行動の実態とその変化および活動の相関
性に関する研究：職域研究（米本） 
座位行動時間は両年共に両備が有意に長
かった。(2009年：中央値584分 (両備) vs 469
分（CRC）、2013 年：578 分 (両備) vs 480 分
（CRC）)。4 年間の変化には両社間に有意差
はなかった。中高強度活動は CRC では増加し
た一方で、両備ともに有意に減少していた。
2013 年のみ、中高強度活動量に 2社間で有意
差があった(2013 年：2.3 メッツ・時/日 (両
備) vs 2.7 メッツ・時/日(CRC))。両備では
中高強度身体活動量の変化の中央値が−0.2
メッツ・時/日と半分以上の人の中高強度活
動量が減っており、両備における身体活動基
準の充足者は 2009 年に 24.4%、2013 年に
22.7%であった。歩数は CRC のみ有意に増加
し、両備では 4年間で有意な変化は認められ
なかった。2013 年のみ、歩数に 2社間で有意
差があった(歩数 2013 年：5257 歩（両備） vs 
6265 歩 (CRC))。歩数の充足者はそれぞれ
8.3%、9.2%であった。次に、両備に限定して
性、年齢階級（30-39 歳、40-49 歳、50-59 歳、
60 歳以上）、職種（営業職、その他）ごとの
各指標の 2時点の差を検討したものの、系統
的な差は認められなかった。 
研究２：都市と農村における 10 年間の身体
活動状況の変化に関する疫学研究（内藤） 
大阪において、40 歳代の仕事中はほとんど
座っていると回答した者の割合の増加傾向、
重労働に従事する者の割合の減少傾向を認
めた。秋田においても、40歳代の農業に従事
する者の割合が減少し、軽作業化が進行して
いる。すなわち、若い世代における労働関連
の 身 体 活 動 量 (work-related physical 
activity)の低下傾向を認めた。一方、定期
的運動(exercise)を行っている者の割合は、
両地区とも40、50歳代ともに増加を認めた。
定期的運動をしていない人を対象に1日の総
消費エネルギー量を目的変数、身体活動質問
票の各質問項目を説明変数として重回帰分
析を行った結果、最も t値の大きかったのは
仕事中の座っている割合であり、続いて、階
段の利用の割合、重労働の時間であった。 



研究３：一般地域住民における運動習慣の変
化と認知症発症との関連に関する前向き研
究（久山町研究）（清原） 
性，年齢，教育，高血圧，body mass index，
糖尿病，血清総コレステロール値，労働時の
作業強度，喫煙，飲酒習慣を調整した全認知
症発症の相対危険は，運動開始群で 0.80 
(95％信頼区間 0.42-1.52)，運動中止群で
0.77 (95％信頼区間 0.55-1.09)，運動継続
群で 0.66 (95％信頼区間 0.46-0.96)と，運
動継続群においてのみ発症リスクが有意に
低かった（図 1）．AD 発症に対する多変量調
整後の相対危険は，運動開始群で 0.38 (95％
信頼区間 0.12-1.26)，運動中止群で 0.78
（0.50-1.23)，運動継続群で 0.60（95％信頼
区間 0.36-0.99）と，AD 発症においても運動
継続群においてのみ有意な発症リスクの低
下を認めた（図 2）．一方，VD 発症の相対危
険は運動開始群で 0.89（95％信頼区間 
0.28-2.80），運動中止群で 0.56 （95％信頼
区間  0.48-1.17 ），運動継続群で 0.64
（0.33-1.27）と,いずれの群でも低い傾向を
示したものの,統計学的には有意ではなかっ
た。 
研究４：地域住民の握力の経年変化が心血管
病の発症に与える影響：久山町研究（清原） 
性・年齢調整した心血管病の発症率（対千
人年）は、T1群から T3群の順にそれぞれ 12.9、
12.7、15.3 と握力の経年低下が大きいほど高
い傾向にあったが、統計学的な有意差を認め
なかった。心血管病を脳卒中と虚血性心疾患
の病型別にみると、握力の経年低下が大きい
群ほどそれぞれの発症率は上昇したが有意
でなかった。T1 群を基準とした T2 群および
T3 群の多変量調整した心血管病のハザード
比（95％信頼区間）は、それぞれ 0.98
（0.75-1.27）および 1.23（0.94-1.60）と上
昇傾向にあるものの有意でなかった。握力の
経年変化レベルと多変量調整した脳卒中お
よび虚血性心疾患の発症リスクとの関連も
同様であった。 
研究５：地域在住高齢者の体力および身体活
動の変化と認知機能に関する縦断研究（太宰
府研究）（畑山） 
ベースラインとフォローアップ時ともに
認知機能が正常であった者は 53.2%、認知機
能が改善した者は 15.0%、新たに認知機能が
低下した者は 9.3%、いずれも認知機能低下あ
りに該当した者は 22.6%であった。体力測定
項目のうち、男女ともにフォローアップ時に
握力が有意に低下（男性：-1.10kg、女性：
-0.91kg）し、椅子立ち座り回数が有意に増
加（男性：+0.69 回、女性：+0.74 回）した。
追跡期間中、女性でのみ、認知機能低下群で
椅子からの立ち座り回数が減少したのに対
し、維持・向上群では増加した。身体活動項
目は、男女ともにベースラインからフォロー
アップにかけて減少し、男性では、歩・走行
以外の MVPA（-1.89 分）、女性では、歩・走
行MVPA（-1.98分）、歩・走行以外のMVPA（-3.97

分）、歩・走行以外の LPA（-9.46 分）が有意
に低下した。追跡期間中、女性で、認知機能
維持・向上群に対して低下群で歩・走行以外
の LPA が大きく低下した（維持・向上群：-4.3
分 vs 低下群：-21.5 分）。認知機能の維持・
向上に対する体力および身体活動量の変化
の影響についてロジスティック回帰分析を
実施したところ、女性のみで、椅子立ち上が
り回数が増えること、および歩・走行以外の
LPA が増加することが認知機能の維持・向上
に正の関連を示した。 
研究６：地域在住高齢者の体力・身体活動量
および運動習慣とうつ症状に関する縦断研
究（太宰府研究）（長野） 
運動習慣継続群と運動習慣なし/非継続群
の 2群の特性を比較したところ，男女ともに
運動習慣継続群で等価所得，MVPA および歩行
数が2回の調査ともに有意に高かったが，LPA
に関しては有意差を認めなかった。一方，女
性においてのみ，運動習慣継続群の年齢と
BMI が有意に低く，全ての体力測定項目の値
が有意に高かった。さらに，女性において，
運動習慣継続群を参照値とし，年齢・等価所
得・BMI で調整した運動習慣なし/非継続群に
おけるうつ症状保有のオッズ比は 3.791
（95％信頼区間: 1.161-12.383, p=0.027）
であった。なお，男性においても同様の解析
を行ったが，有意なオッズ比は認められなか
った。 
研究７：地域在住高齢者の身体活動、座位活
動時間およびそれらの変化と認知機能に関
する縦断研究（大宰府研究）（山津） 
ベースライン調査時の座位活動時間と
MVPA が認知機能低下に及ぼす影響に関して
解析した。独立変数をベースライン調査時の
総座位時間、MVPA、年齢、BMI、MCI/AD の有
無、加速度計の装着時間、従属変数をフォロ
ーアップ調査時の MCI/AD の有無としたロジ
スティック回帰分析を行った結果、ベースラ
イン調査時の MVPA（オッズ比 0.85、95％信
頼区間 0.74-0.98）、ベースライン調査時の
MCI/AD の有無（オッズ比 8.94、95％信頼区
間 5.44-14.72）が有意であった。ベースライ
ン調査時の総座位時間は有意ではなかった
（ オ ッ ズ 比 0.999 、 95 ％ 信 頼 区 間
0.995-1.003）。 
研究８：客観的に測定された日常の身体活動
量と認知機能の関連性に関する縦断研究（篠
栗町研究）（熊谷） 
ベースライン調査時点の平均年齢は 72.3
歳で、教育年数は平均 11.4 年であった。ま
た、一日あたりの総身体活動量は 4.4METs・
時／日から 27.6METs・時／日の範囲であり、
MoCA-J 得点は平均 24.0 点であった。MoCA-J
得点のベースライン調査からフォローアッ
プ調査にかけての変化量の平均は0.4点であ
り、有意に上昇した。一方で、総身体活動量
はベースライン調査からフォローアップ調
査にかけて 0.3METs・時／日だけ有意に減少
した。身体機能については握力、開眼片足立



ち時間、5 回椅子立ち座り速度が 2 年間の追
跡で有意に低下した。一方で、5m 歩行速度、
膝伸展力には有意に上昇した。いずれのモデ
ルにおいてもベースライン時の総身体活動
量と 2 年間の追跡時点での MoCA-J 得点の間
に有意な線形関係は認められなかった。 
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